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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．第21期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第21期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

４．従業員数には、特定労働者派遣事業に係る派遣社員の員数（（）内に内数を記載）が含まれております。 

  

 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） － － 3,734,799 － －

経常利益（千円） － － 117,764 － －

中間（当期）純利益（千円） － － 61,030 － －

純資産額（千円） － － 789,588 － －

総資産額（千円） － － 1,859,727 － －

１株当たり純資産額（円） － － 33,217.74 － －

１株当たり中間（当期）純利益金額
（円） 

－ － 2,608.13 － －

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） － － 41.8 － －

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

－ － 135,085 － －

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

－ － △168,332 － －

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

－ － 62,920 － －

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

－ － 591,358 － －

従業員数（人） － － 184（60） － －



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項がないため記載しておりません。 

３．第20期までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。また、第21期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

４．第21期中の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フ

ロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高については、中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

  

 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 3,036,391 3,703,736 3,701,865 6,417,386 7,080,801

経常利益（千円） 22,790 63,773 112,874 64,925 136,677

中間（当期）純利益（千円） 12,636 30,978 57,681 35,018 87,818

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 243,400 243,400 243,400 243,400 243,400

発行済株式総数（株） 4,680 4,680 23,400 4,680 23,400

純資産額（千円） 662,224 687,504 774,387 684,606 744,345

総資産額（千円） 1,380,941 1,573,044 1,804,890 1,521,206 1,616,102

１株当たり純資産額（円） 141,501.00 146,902.67 33,074.63 146,283.35 31,809.61

１株当たり中間（当期）純利益金額
（円） 

2,700.21 6,619.31 2,465.01 7,482.57 3,752.94

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 6,000 1,200

自己資本比率（％） 48.0 43.7 42.9 45.0 46.0

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△20,557 36,675 － 27,777 157,549

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△77,450 △32,153 － △99,665 18,190

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△17,830 △27,557 － △27,830 △42,640

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

570,823 563,907 － 586,943 561,686

従業員数（人） 120 126 116 123 114



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社のことをいう。以下同じ。）は、当社及び連結子会社２社から構成され、人材サービ

ス関連事業を営んでおります。 

 当中間連結会計期間における、人材サービス関連事業の各事業部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概

ね次のとおりであります。 

＜人材派遣事業＞ 

 平成18年４月に株式会社ＡＩＣＯＮの株式を取得（子会社化）し、労働者派遣法に基づく特定労働者派遣事業として、組込み

系ソフトウェア技術者等の人材派遣を開始しました。なお、株式会社ＡＩＣＯＮにつきましては、同社の中間決算日にあたる

平成18年６月30日をみなし取得日とし、同日現在の貸借対照表のみを当中間連結会計期間における連結範囲としております。 

＜人材紹介事業＞ 

 主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

＜アウトソーシング事業＞ 

 主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

＜その他の事業＞ 

 平成18年４月に株式会社クリエ・イルミネートを設立し、ＩＴ（情報技術）研修、セミナーの実施、技術書籍・マニュアル・

ドキュメント作成など、業務請負を含む各種契約形態によってＩＴに関するサービスを提供しております。 

  

 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の名称を記載しております。 

２．㈱ＡＩＣＯＮは、平成18年５月に東京都港区から東京都中央区に本店を移転いたしました。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、契約社員及び特定労働者派遣事業に係る派遣社員を含めております。 

２．特定労働者派遣事業に係る派遣社員の員数を（ ）内に内数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、契約社員を含めて

おります。 

２．従業員数が前年同期末に比し10名減少しましたのは、平成17年10月５日をもって、会社分割により旅行関連事業部門を

分社化（トラベル事業部を廃止）したことなどによるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 当社グループに労働組合は組織されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 
  
㈱クリエ・イルミネ
ート 

東京都千代田
区 

10,000 
人材サービス関
連事業 

100.0 役員の兼任３名 

（連結子会社） 
  
㈱ＡＩＣＯＮ 

東京都中央区
（注２） 

164,000 
人材サービス関
連事業 

61.0
役員の兼任４名 
運転資金の貸付 

  平成18年９月30日現在

提出会社の各部門及び関係会社の名称 従業員数（人）

営業本部（提出会社）   97（ 0）

管理本部（提出会社）   19（ 0）

㈱クリエ・イルミネート   4（ 0）

㈱ＡＩＣＯＮ   64（ 60）

合計   184（ 60）

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 116



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の伸びに陰りが見えるものの、企業収益の改善を背景に、設備投資が

引き続き増加し、生産も緩やかに増加するなど、景気は回復を続けました。 

人材サービス業界におきましては、有効求人倍率が１倍を超えて推移するなど、雇用情勢の改善に広がりがみられ、企業の

人材サービスに対する需要は増加傾向で推移しました。 

このような経営環境のもと、当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高3,734,799千円、売上総利益

833,152千円、営業利益114,595千円、経常利益117,764千円、中間純利益61,030千円となりました。 

 当社グループが営む人材サービス関連事業における各事業部門別の業績は、次のとおりであります。 

なお、当社は、当中間期より中間連結財務諸表を作成しておりますが、事業の種類別セグメント情報を記載していないた

め、事業部門に区分して記載しております。 

また、前年同期との比較につきましては、前中間期の個別業績と当中間期の連結業績との比較をご参考のために記載してお

ります。 

（人材派遣事業） 

人材派遣事業につきましては、景気の回復を背景に、企業からのオーダー数が増加傾向にある一方、雇用情勢の改善によ

る正社員志向の高まりなどから、企業の派遣ニーズに見合った登録スタッフ（一般労働者派遣事業における派遣希望登録

者）の確保が一段と難しい状況になってきております。 

このような環境のもと、当社グループは、平成18年４月に子会社化した株式会社ＡＩＣＯＮにおいて、大韓民国（韓国）

の若手ＩＴ技術者をわが国企業に派遣する特定労働者派遣事業を開始したほか、平成18年７月に名古屋市のフランチャイズ

店「クリエ東海」を事業譲受けによって直営化し、東名阪の都市圏ネットワークを構築するなど、営業基盤の拡充と、当社

グループとしての独自性の確立に努めました。また、当社の設立20周年を記念した香川県でのイベント開催や、販促用の記

念グッズ作成、人材派遣ウェブサイト「crie job plaza（クリプラ）」の有効活用などにより、登録スタッフの確保にも注

力しました。 

以上の結果、当事業では、都市圏での売上が大きく増加し、また、主たる営業エリアである四国や中国での営業も堅調に

推移したことから、売上高は3,418,726千円（前年同期（個別業績）比125.7％）、売上総利益は673,256千円（同124.4％）

となりました。 

なお、株式会社ＡＩＣＯＮにつきましては、同社の中間決算日にあたる平成18年６月30日をみなし取得日としたため、同

日現在の貸借対照表のみを当中間連結会計期間における連結範囲としております。 

（人材紹介事業） 

人材紹介事業につきましては、お盆の帰省シーズンにあわせた転職相談会を中四国４都市のほか、大阪、東京で開催する

など、中四国へのＵＩターン希望者をはじめとした求職者の確保に努める一方、当社が強みを持つ業界や地場企業を中心

に、求職者の紹介先となる企業の開拓にも注力しました。また、営業体制の強化と収益性の向上を目的に、キャリアコンサ

ルタントの配置・担当替えや報酬体系の見直しなども実施しました。 

以上の結果、当事業の売上高は99,705千円（前年同期（個別業績）比132.8％）、売上総利益は98,658千円（同132.9％）

となりました。 

（アウトソーシング事業） 

アウトソーシング事業につきましては、ＩＴ業界や小売業界の業務受託を中心に、案件ごとの収益性を考慮した営業を続

けた結果、売上高は149,182千円（前年同期（個別業績）比63.2％）、売上総利益は28,609千円（同59.3％）となりました。

（その他の事業） 

その他の事業につきましては、再就職支援事業を全国展開する株式会社ＪＭＡＭチェンジコンサルティングとの業務提携

の成果などにより、四国における再就職支援サービスの売上が引き続き好調であったほか、各地で経営セミナーを実施する

など積極的な営業活動を展開した組織人事コンサルティングサービスの売上も堅調に推移しました。 

また、平成18年４月に設立した株式会社クリエ・イルミネートの主力事業であるＩＴ研修などのＩＴ関連サービスも好調

に売上を伸ばしました。 

 



以上の結果、その他の事業の売上高は67,184千円、売上総利益は32,628千円となりました。 

なお、当中間連結会計期間におきましては、旅行関連事業（平成17年10月に会社分割に伴い廃止）に係る売上は存在せ

ず、また、フランチャイズ店「クリエ東海」に係るロイヤリティ収入は、平成18年７月の直営化以降は発生しておりませ

ん。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高から29,672千円増加し、当中間連

結会計期間末には591,358千円となりました。 

主力の人材派遣事業における収益の増加などを背景に、営業活動によるキャッシュ・フローがプラスになる一方、営業基盤

の強化・拡充に積極的に取り組んだことから、投資活動の結果使用した資金の額が、営業活動により獲得した資金の額を上回

る結果となりました。また、前期に実施した会社分割の影響（旅行関連事業に係る買掛金が消滅）により運転資金の借入が増

加したことから、財務活動によるキャッシュ・フローはプラスとなりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

なお、当社は、当中間期より中間連結財務諸表を作成しておりますので、前年同期との比較は行っておりません。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は135,085千円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利

益の増加によるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は168,332千円となりました。これは、株式会社ＡＩＣＯＮの株式

取得による子会社化、フランチャイズ店の直営化（フランチャイズ契約の相手方からの事業の一部譲受け）に伴う支出など

によるものであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において財務活動の結果獲得した資金は62,920千円となりました。これは主に、長期借入の実施と配当

金の支払いによるものであります。 

 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

    当社グループには仕入実績がありません。 

  

(2) 受注状況 

 当社グループは受注生産を行っていないので、該当事項はありません。 

  

(3) 販売（売上）実績 

①当中間連結会計期間の販売（売上）実績を、人材サービス関連事業の各事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．前年同期比には、提出会社の前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）における実績と対比した

数値を記載しております。 

  

②当中間連結会計期間の販売（売上）実績を、地域別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．その他は、㈱フロンテアとの事業譲渡契約の締結に伴い、平成18年７月１日をもって終了した同社とのフランチャイズ

契約に基づく収入等であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前年同期比には、提出会社の前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）における実績と対比した

数値を記載しております。 

  

 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

人材派遣事業（千円） 3,418,726 125.7 

人材紹介事業（千円） 99,705 132.8 

アウトソーシング事業（千円） 149,182 63.2 

その他（千円） 67,184 88.3 

合計（千円） 3,734,799 120.2 

地域 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

四国（千円） 1,817,871 107.7 

中国（千円） 932,070 115.2 

近畿（千円） 383,904 105.1 

中部（千円） 89,640 － 

関東（千円） 507,687 212.6 

その他（千円） 3,624 56.9 

合計（千円） 3,734,799 120.2 



③当中間連結会計期間の人材派遣事業（一般労働者派遣事業）における新規登録者数、登録者数累計及び派遣労働者数は、次

のとおりであります。 

 （注）１．㈱ＡＩＣＯＮにおいて行っている特定労働者派遣事業に係る員数は含まれておりません。 

２．派遣労働者数は、各月の給与支払者数を平均しております。 

３．前年同期比には、提出会社の前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）における実績と対比した

数値を記載しております。 

  

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

 特定労働者派遣事業の開始について 

平成18年５月から本格的に営業を開始した、韓国の若手ＩＴ技術者のわが国企業への特定労働者派遣事業について、当社グ

ループを挙げて、派遣先企業の開拓と、株式会社ＡＩＣＯＮ（当該事業を展開する連結子会社）の社内基盤の強化に取り組

み、当社グループとしての収益力の強化と独自性の確立に繋げてまいります。 

 

地域 

新規登録者数 登録者数累計 派遣労働者数（注２） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同
期比 
（％） 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前年同
期比 
（％） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同
期比 
（％） 

四国 
（高松支店・徳島支店・ 
高知支店・松山支店） 
（人） 

1,363 102.3 24,772 111.6 1,300 102.2

中国 
（広島支店・福山支店・ 
岡山支店）（人） 

793 112.2 12,068 113.5 619 108.5

近畿（大阪支店）（人） 385 139.0 6,363 112.0 226 97.0

中部（名古屋支店）（人） 184 － 184 － 123 －

関東（東京支店）（人） 435 68.0 2,193 205.3 197 191.3

合計（人） 3,160 106.9 45,580 115.2 2,464 113.1



４【経営上の重要な契約等】  

(1) 事業譲渡契約の締結 

当社は、東海地区における労働者派遣事業のフランチャイズ契約の相手方である株式会社フロンテアとの間で、同社の人材

派遣サービス事業（「クリエ東海」）を譲り受ける事業譲渡契約を締結することを、平成18年５月19日開催の取締役会におい

て決議し、同年７月１日に当該事業譲受けを実行いたしました。 

①事業譲受けの目的 

当社は、中四国エリアのほか、東京と大阪に直営の営業拠点を設置しておりますが、唯一のフランチャイズ店「クリエ東

海（名古屋市中区）」を当社直営の営業拠点とすることで、東名阪の都市圏営業ネットワークを強化し、更なる収益向上と

経営の効率化を図ってまいります。 

②事業譲受けの方法及び内容 

ａ．事業譲受けの日程 

平成18年５月19日 事業譲受け承認取締役会 

平成18年５月19日 事業譲受け契約書締結 

平成18年７月１日 事業譲受け期日 

ｂ．譲受け価額及び決済方法 

譲受け価額85百万円（税別）を、平成18年７月に株式会社フロンテアに対して支払いました。 

  

(2) 当社が営業代理権（フランチャイズ）を付与する契約の終了 

  株式会社フロンテアとの事業譲渡契約の締結に伴い、下記のフランチャイズ契約を平成18年７月１日をもって終了いたしま

した。 

 （注）１．上記については、ロイヤリティとして売上高の一定率を受取ることになっております。 

２．フランチャイズとは、事業者が、他の事業者との間に契約を結び、自己の商号・商標その他の営業の象徴となるもの

や、経営ノウハウを用いて、同一体と認められるイメージのもとに商品の販売等の営業代理権を与える形態のことで

す。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

契約年月日 相手先名 契約内容 契約期間 

平成13年５月１日 ㈱フロンテア 
東海地区における労働者派遣事業の
フランチャイズ契約 

平成13年５月１日から 
平成23年４月30日まで 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、営業基盤の拡充と経営の効率化を目的として名古屋支店を開設するとともに、業容の拡大を図

るため、連結子会社２社を設置しましたので、名古屋支店、株式会社クリエ・イルミネートの本社及び株式会社ＡＩＣＯＮの本

社が新たに当社グループの主要な設備になりました。 

 その設備の状況は、次のとおりであります。 

  

 提出会社 

  

 国内子会社 

（注）１．㈱クリエ・イルミネートの本社事業所の帳簿価額については、同事業所は提出会社の東京支店事業所内に設置されてお

り、該当事項がないため記載しておりません。 

   ２．㈱ＡＩＣＯＮは、平成18年５月に東京都港区から東京都中央区に本店を移転いたしました。 

    ３．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、契約社員及び特定労働者派遣事業に係る派遣社員を含めております。 

なお、特定労働者派遣事業に係る派遣社員の員数は（）内に内数で記載しております。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

  

 提出会社 

  

なお、これに伴い、「１．主要な設備の状況」に記載した名古屋支店事業所の設備を除却いたします。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 

建物
工具器具
備品 

その他 合計 

名古屋支店 
（名古屋市中区） 

人材サービス関連事業 事務所 2,412 1,115 342 3,871 6（ 0）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 

建物
工具器具
備品 

その他 合計 

㈱クリエ・イ
ルミネート 

本社 
（東京都千代田区）
（注１） 

人材サービス関連事業 事務所 － － － － 4（ 0）

㈱ＡＩＣＯＮ 
本社 
（東京都中央区）
（注２） 

人材サービス関連事業 事務所 － － 570 570 64（60）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月日 
完成後の
増加能力 総額

（千円） 
既払金額
（千円） 

着手 完了 

名古屋支店 
（名古屋市中区） 

人材サービス関連事業 事務所 27,000 12,683 自己資金
平成18年
９月 

平成18年
10月 

－ 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 90,000 

計 90,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,400 23,400 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 23,400 23,400 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成18年６月23日定時株主総会決議 

（注） 発行価格に新株予約権の行使時の払込金額を合算した金額は209,361円であります。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 560 560

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 560 560

新株予約権の行使時の払込金額（円） 146,370 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成20年９月23日
至 平成23年９月22日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額（円）（注） 

発行価格    62,991
資本組入額   104,681 

同左

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受け

た者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行使

時においても当社または当

社子会社の役員もしくは従

業員であることを要する。

但し、権利行使期間中に退

任、退職により対象者とし

ての地位を喪失した場合

は、喪失後１年間に限り新

株予約権の行使を認める。

なお、新株予約権の割当日

から２年を経過した日まで

に退任、退職により対象者

としての地位を喪失した場

合は、新株予約権の割当日

の翌日から２年を経過した

日から１年間に限り新株予

約権の行使を認める。 

②新株予約権者が死亡した場

合は、相続人がこれを行使

することを認める。なお、

当該相続人による新株予約

権の行使条件は、下記③の

契約に定めるところによ

る。 

③その他の新株予約権の行使

に関する条件については、

取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。 

同左

代用払込みに関する事項 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 23,400 － 243,400 － 112,320 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

穴吹興産株式会社 香川県高松市鍛冶屋町７－12 13,235 56.55 

藏田 徹 香川県高松市 2,510 10.72 

クリエアナブキ従業員持株会 香川県高松市鍛冶屋町７－12 990 4.23 

シティグループ・グローバ
ル・マーケッツ・インク 
（常任代理人日興シティグル
ープ証券株式会社） 

388 GREENWICH STREET
NEW YORK, NY10013 U.S.A. 
（東京都港区赤坂５丁目２－20） 

645 2.75 

株式会社穴吹ハウジングサー
ビス 

香川県高松市紺屋町３－６ 500 2.13 

穴吹 忠嗣 香川県高松市 480 2.05 

穴吹 キヌヱ 香川県高松市 305 1.30 

上口 裕司 香川県高松市 290 1.23 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 117 0.50 

野地 和彦 横浜市保土ヶ谷区 108 0.46 

計 － 19,180 81.96 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,400 23,400

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 23,400 － － 

総株主の議決権 － 23,400 － 

     平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

－ － － － － －

計 － － － － －

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 258,000 215,000 179,000 165,000 167,000 148,000 

最低（円） 198,000 172,000 140,000 112,000 119,000 125,000 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下

に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間

との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間

連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、みすず監査法人（旧法人名：中央青山監査法人）により中間監査を受けて

おります。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

   
当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

  

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  581,288  

２．売掛金  810,290  

３．有価証券  10,070  

４．たな卸資産  3,043  

５．前払費用   33,700  

６．繰延税金資産  26,825  

７．その他  9,448  

貸倒引当金  △659  

流動資産合計   1,474,008 79.3  

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物  28,346  

(2) 工具器具備品  18,519    

(3) その他  163 47,029  

２．無形固定資産    

(1) のれん  162,880  

(2) 電話加入権  4,188    

(3) ソフトウェア  26,511    

(4) その他  795 194,376  

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  10,000  

(2) 長期貸付金  10,820  

(3) 差入保証金  93,311  

(4) 長期前払費用  1,228  

(5) 繰延税金資産  18,207  

(6) その他  11,349  

貸倒引当金  △603 144,313  

固定資産合計   385,719 20.7  

資産合計   1,859,727 100.0  

     



  

  

   
当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

  

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金  33,000  

２．１年以内返済予定長期
借入金 

 33,600  

３．未払金  54,995  

４．未払費用  543,702  

５．未払法人税等  61,423  

６．未払消費税等  138,309  

７．預り金  54,307  

８．賞与引当金  48,989  

９．その他  959  

流動負債合計   969,288 52.1  

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  56,270  

２．退職給付引当金  44,581  

固定負債合計   100,851 5.4  

負債合計   1,070,139 57.5  

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金   243,400   

２．資本剰余金   112,320   

３．利益剰余金   421,575   

株主資本合計    777,295 41.8   

Ⅱ 新株予約権    440 0.0   

Ⅲ 少数株主持分    11,852 0.7   

純資産合計    789,588 42.5   

負債純資産合計    1,859,727 100.0   

       



②【中間連結損益計算書】 

  

  

   
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

  

Ⅰ 売上高   3,734,799 100.0  

Ⅱ 売上原価   2,901,646 77.7  

売上総利益   833,152 22.3  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  718,557 19.3  

営業利益   114,595 3.0  

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  226  

２．保険返戻益  1,104  

３．業務受託手数料  1,200  

４．雑収入  3,180 5,711 0.2  

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  1,839  

２．雑損失  703 2,542 0.1  

経常利益   117,764 3.1  

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入  474 474 0.0  

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損  89 89 0.0  

税金等調整前中間純利
益 

  118,149 3.1  

法人税、住民税及び事
業税 

 62,101  

法人税等調整額  △4,982 57,118 1.5  

中間純利益   61,030 1.6  

     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月23日開催の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

  

  

  

株主資本

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

平成18年３月31日 残高（千円） 243,400 112,320 388,625 744,345 － － 744,345

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当（千円）（注）  △28,080 △28,080  △28,080

中間純利益（千円）  61,030 61,030  61,030

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

 440 11,852 12,293

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 32,950 32,950 440 11,852 45,243

平成18年９月30日 残高（千円） 243,400 112,320 421,575 777,295 440 11,852 789,588



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間純利
益 

 118,149

減価償却費  17,401

貸倒引当金の増加額  288

賞与引当金の増加額  6,581

退職給付引当金の増加
額 

 2,513

受取利息及び受取配当
金 

 △226

支払利息  1,838

株式報酬費用  440

有形固定資産除却損  529

売上債権の増加額  △14,295

たな卸資産の増加額  △2,457

未払消費税等の増加額  26,009

その他資産の増加額  △3,097

その他負債の増加額  39,784

小計  193,460

利息及び配当金の受取
額 

 226

利息の支払額  △1,828

法人税等の支払額  △56,774

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 135,085



  

  

  次へ 

   
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △6,285

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △86,401

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

 △69,037

その他  △6,607

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △168,332

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の増加額  5,000

長期借入れによる収入  100,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △14,000

配当金の支払額  △28,080

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 62,920

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 29,672

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 561,686

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

※１ 591,358

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ２社 

主要な連結子会社名 

㈱クリエ・イルミネート 

㈱ＡＩＣＯＮ 

 上記２社のうち、㈱クリエ・イル

ミネートについては、当中間連結会

計期間において新たに設立したた

め、また、㈱ＡＩＣＯＮについて

は、当中間連結会計期間において株

式を取得したため、それぞれ連結の

範囲に含めております。 

  

２．連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

 連結子会社のうち、㈱ＡＩＣＯＮの中

間決算日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあたって

は、同社株式の取得日、当社と同社の決

算日の相違、グループ内の統制を勘案

し、平成18年６月30日をみなし取得日と

した結果、平成18年６月30日時点の貸借

対照表のみを連結範囲としております。

但し、当中間連結会計期間末までの期間

に発生した同社との重要な取引に関する

連結上必要な調整は行っております。 

 なお、㈱クリエ・イルミネートの中間

決算日は、当社の中間決算日と一致して

おります。 

  



 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

３．会計処理基準に関する 

事項 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1) その他の有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

    貯蔵品 

     先入先出法による原価法 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

    なお、主な耐用年数は、以下の

とおりであります。 

建物        ３～47年 

工具器具備品    ３～20年 

（少額減価償却資産） 

 取得価格が10万円以上20万円未

満の資産については、３年均等償

却によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。 

３．重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、

当社及び連結子会社は一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支払に備えるた

め、当社及び連結子会社は当中間

連結会計期間末における支給見込

額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当社及び連結子会社は当中間

連結会計期間末における退職給付

債務の見込額を計上しておりま

す。 

  



  

  

  次へ 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  ４．重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

５．その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

  

４．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 
  

※１．有形固定資産の減価償却累計額   

78,194千円   

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日） 
  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

  
  

役員報酬 30,960千円

給料手当 240,879千円

法定福利費 33,469千円

広告宣伝費 94,976千円

通信費 26,595千円

旅費交通費 40,380千円

賃借料 65,183千円

支払手数料 21,193千円

賞与引当金繰入額 40,870千円

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 当中間連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末株式数には、提出会社の前事業年度末（平

成18年３月31日）現在の株式数を記載しております。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注） 上表の新株予約権の行使期間は、平成20年９月23日から３年間であります。 

  

３．配当金支払額 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（株）
（注） 

当中間連結会計期
間増加株式数
（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数
（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 23,400 － － 23,400

合計 23,400 － － 23,400

自己株式 

普通株式 － － － －

合計 － － － －

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連
結会計期
間末残高
（千円） 

前連結会
計年度末 

当中間連
結会計期
間増加 

当中間連
結会計期
間減少 

当中間連
結会計期
間末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

普通株式 － 560 － 560 440

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － 560 － 560 440

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 28,080 1,200 平成18年３月31日 平成18年６月23日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日） 
  

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（平成18年９月30日現在）  
  

現金及び預金勘定 581,288千円

有価証券勘定 10,070千円

現金及び現金同等物 591,358千円

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

  

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  

  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具備品 27,687 12,350 15,336

ソフトウェア 60,593 30,794 29,798

合計 88,280 43,145 45,134

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

  

  
１年内 15,684千円

１年超 30,212千円

合計 45,896千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  

  
支払リース料 9,187千円

減価償却費相当額 8,710千円

支払利息相当額 495千円

４．減価償却費相当額の算定方法   

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

５．利息相当額の算定方法   

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失額はありません。 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 440千円 

  

２．ストック・オプションの内容及び規模 

  

  

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 10,070 

非上場株式 10,000 

付与対象者の区分及び人数   提出会社の取締役 ４名、常勤監査役 １名 

ストック・オプションの付与数   普通株式 560株

付与日   平成18年９月22日

権利確定条件   

付与日から２年を経過した日（平成20年９月22日）ま

で、提出会社または提出会社の子会社の役員もしくは

従業員として、継続勤務していること。なお、付与日

から２年を経過した日までに退任、退職により対象者

としての地位を喪失した場合は、付与日の翌日から２

年を経過した日（平成20年９月23日）から１年間に限

り行使を認める。 

対象勤務期間   自 平成18年９月22日 至 平成20年９月22日 

権利行使期間   

権利確定後３年以内。但し、権利行使期間中に退任、

退職により対象者としての地位を喪失した場合は、喪

失後１年間に限り行使を認める。 

権利行使価格 （円） 146,370 

公正な評価単価（付与日） （円） 62,991 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社グループは人材サービス関連事業に特化した企業集団として、同一セグメントに属する人材派遣事業、人材紹介事

業、アウトソーシング事業等を行っており、人材サービス関連事業以外に事業の種類がないため該当事項はありませ

ん。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

１株当たり純資産額 33,217円74銭

１株当たり中間純利益金額 2,608円13銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。 

  

  
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

中間純利益（千円） 61,030  

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

（うち利益処分による役員賞与金） －  

普通株式に係る中間純利益（千円） 61,030  

期中平均株式数（株） 23,400  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成18年６月23日開催の定時株主

総会決議によるストック・オプシ

ョン（株式数 560株） 

 



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   562,850  496,605 551,622  

２．売掛金   683,796  798,125 790,094  

３．有価証券   10,062  10,070 10,064  

４．たな卸資産   1,342  393 586  

５．繰延税金資産   24,618  24,227 23,138  

６．その他   49,525  46,545 32,392  

貸倒引当金   △77  △159 △474  

流動資産合計    1,332,118 84.7 1,375,809 76.2  1,407,423 87.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１ 56,724  46,233 48,055  

２．無形固定資産   39,691  112,895 35,892  

３．投資その他の資産       

(1) 関係会社株式   －  110,000 －  

(2) 長期貸付金   －  28,750 －  

(3) 差入保証金   101,320  91,743 84,521  

(4) 繰延税金資産   20,449  18,207 16,911  

(5) その他   22,741  21,855 23,298  

貸倒引当金   －  △603 －  

投資その他の資産
合計 

  144,510  269,952 124,731  

固定資産合計    240,926 15.3 429,081 23.8  208,679 12.9

資産合計    1,573,044 100.0 1,804,890 100.0  1,616,102 100.0

        



 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   78,470  － －  

２．短期借入金   38,000  33,000 28,000  

３．１年以内返済予定
長期借入金 

  －  33,600 －  

４．未払費用   415,170  527,284 516,325  

５．未払法人税等   32,633  56,848 56,764  

６．未払消費税等   79,915  137,231 112,300  

７．賞与引当金   49,194  44,129 42,407  

８．その他   140,589  101,429 73,892  

流動負債合計    833,973 53.0 933,522 51.7  829,689 51.4

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   －  52,400 －  

２．退職給付引当金   51,567  44,581 42,068  

固定負債合計    51,567 3.3 96,981 5.4  42,068 2.6

負債合計    885,540 56.3 1,030,503 57.1  871,757 54.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    243,400 15.5 － －  243,400 15.0

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   112,320  － 112,320  

資本剰余金合計    112,320 7.1 － －  112,320 7.0

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   6,380  － 6,380  

２．任意積立金   2,277  － 2,277  

３．中間（当期）未処
分利益 

  323,125  － 379,966  

利益剰余金合計    331,784 21.1 － －  388,625 24.0

資本合計    687,504 43.7 － －  744,345 46.0

負債資本合計    1,573,044 100.0 － －  1,616,102 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 243,400 13.5  － －

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   －  112,320 －  

資本剰余金合計    － － 112,320 6.2  － －

３．利益剰余金       

(1) 利益準備金   －  6,380 －  

(2) その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   －  1,212 －  

繰越利益剰余金   －  410,633 －  

利益剰余金合計    － － 418,226 23.2  － －

株主資本合計    － － 773,946 42.9  － －

Ⅱ 新株予約権    － － 440 0.0  － －

純資産合計    － － 774,387 42.9  － －

負債純資産合計    － － 1,804,890 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,703,736 100.0 3,701,865 100.0  7,080,801 100.0

Ⅱ 売上原価    2,890,132 78.0 2,881,767 77.8  5,533,281 78.1

売上総利益    813,604 22.0 820,097 22.2  1,547,519 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   750,472 20.3 710,389 19.2  1,415,788 20.0

営業利益    63,132 1.7 109,707 3.0  131,730 1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,483 0.0 5,709 0.2  7,020 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  841 0.0 2,542 0.1  2,073 0.0

経常利益    63,773 1.7 112,874 3.1  136,677 1.9

Ⅵ 特別利益 ※３  1,018 0.0 474 0.0  30,622 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４  8,922 0.2 89 0.0  9,253 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

   55,869 1.5 113,259 3.1  158,046 2.2

法人税、住民税及
び事業税 

※６ 30,361  57,962 70,680  

法人税等調整額 ※６ △5,470 24,891 0.7 △2,384 55,577 1.5 △452 70,227 1.0

中間（当期）純利
益 

   30,978 0.8 57,681 1.6  87,818 1.2

前期繰越利益    292,147 －  292,147 

中間(当期)未処分
利益 

   323,125 －  379,966 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月23日開催の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

  

 

  

株主資本 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計 特別償却準

備金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 243,400 112,320 112,320 6,380 2,277 379,966 388,625 744,345

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩（千円）
（注） 

  △1,065 1,065 － －

剰余金の配当（千円）（注）   △28,080 △28,080 △28,080

中間純利益（千円）   57,681 57,681 57,681

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（千円） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △1,065 30,666 29,601 29,601

平成18年９月30日 残高（千円） 243,400 112,320 112,320 6,380 1,212 410,633 418,226 773,946

  新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日 残高（千円） － 744,345 

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩（千円）
（注） 

 － 

剰余金の配当（千円）（注）  △28,080 

中間純利益（千円）  57,681 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（千円） 

440 440 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

440 30,041 

平成18年９月30日 残高（千円） 440 774,387 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  55,869 158,046

減価償却費   14,002 29,519

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  △1,018 △622

賞与引当金の増加額   1,256 989

退職給付引当金の増
加額 

  4,287 6,598

受取利息及び受取配
当金 

  △8 14

支払利息   673 1,654

関係会社株式売却益   － △30,000

固定資産除却損   3,461 3,792

原状回復費用   2,450 2,450

解約違約金  3,010 3,010

売上債権の増加額   △49,297 △178,810

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  △118 2,074

仕入債務の増加額   1,907 8,748

未払消費税等の増加
額 

  4,512 36,606

未払費用の増加額
（△減少額） 

  △2,561 107,610

その他資産・負債の
増減額 

  △1,004 22,363

小計   37,421 174,047



  
 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）

利息及び配当金の受
取額 

  7 △15

利息の支払額   △544 △1,515

原状回復費用の支払
額 

  － △5,460

解約違約金の支払額  △3,010 －

法人税等の還付額  5,414 8,731

法人税等の支払額   △2,612 △18,238

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  36,675 157,549

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の払戻しに
よる収入 

  － 9,005

有形固定資産の取得
による支出 

  △22,491 △25,645

関係会社株式の売却
による収入 

  － 40,000

無形固定資産の取得
による支出 

  △6,213 △13,660

差入保証金の差入に
よる支出 

  △22,084 △31,379

差入保証金の返戻に
よる収入 

  18,386 39,612

その他   250 258

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △32,153 18,190



（注） 当中間会計期間の中間キャッシュ・フロー計算書は、中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため記載してお

りません。 

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増加額
（△減少額） 

  △5,000 △15,000

配当金の支払額   △22,557 △27,640

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △27,557 △42,640

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △23,035 133,100

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  586,943 586,943

Ⅵ 会社分割に伴う現金及
び現金同等額の増加額
（△減少額） 

※２ － △158,357

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 563,907 561,686

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

    先入先出法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３～47年 

工具器具備品 ３～20年 

同左 同左 

  （少額減価償却資産）     

   取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均

等償却によっております。 

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるた 

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額を計上しており

ます。 

同左 同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務の見込額を計上し

ております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額を計上してお

ります。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

───── 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

同左 同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

───── 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 

貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は773,946千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ストック・オプション等に

関する会計基準 

  

───── 当中間会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成

17年12月27日）及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指

針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ、440千円減少しております。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 
  

  70,286千円
  

  78,081千円   70,512千円

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

  
保険返戻益 734千円

  
保険返戻益 1,104千円

業務受託手数料 1,200千円
  

保険返戻益 2,865千円

業務受託手数料 2,400千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 673千円
  

支払利息 1,839千円 支払利息 1,654千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 
  

貸倒引当金戻入 1,018千円
  

貸倒引当金戻入 474千円 貸倒引当金戻入 622千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
  

建物除却損 3,461千円

原状回復費用 2,450千円

賃貸借契約の解
約に伴う違約金 

3,010千円

  

  

長期前払費用 

除却損 
89千円

  

建物除却損 3,461千円

工具器具備品除
却損 

271千円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
  

有形固定資産 9,733千円

無形固定資産 4,268千円

  
有形固定資産 7,762千円

無形固定資産 9,525千円

有形固定資産 20,042千円

無形固定資産 9,128千円

※６．当中間会計期間に係る「法人

税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」は、当社

が当事業年度において予定し

ている利益処分による特別償

却準備金等の取崩しを前提と

して、その金額を計算してお

ります。 

※６．    同左 ※６．   ────── 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 
  

  

  （千円）

現金及び預金勘
定 

562,850 

有価証券勘定 10,062 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△9,005 

現金及び現金同
等物 

563,907 

 

  

  （千円）

現金及び預金勘
定 

551,622 

有価証券勘定 10,064 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

－ 

現金及び現金同
等物 

561,686 

※２．   ────── ※２．会社分割により減少した資産

及び負債の主な内訳 

   当社の会社分割（新設分

割）により、新会社である㈱

穴吹トラベルに承継させた会

社の資産及び負債の内訳は以

下のとおりであり、この分割

に伴い減少した現金及び現金

同等物の金額は158,357千円

であります。 

  （千円） 

流動資産     189,078 

固定資産      18,543 

流動負債     185,810 

固定負債      11,810 

   なお、会社分割と同時に新

会社の株式を穴吹興産㈱に譲

渡しており、この株式の譲渡

に伴う収入は40,000千円であ

ります。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 
  

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）
  

工具器具備品 39,164 24,543 14,620

ソフトウェア 74,326 33,398 40,928

合計 113,491 57,942 55,549

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）
  

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）
  

工具器具備品 27,687 12,350 15,336

ソフトウェア 60,593 30,794 29,798

合計 88,280 43,145 45,134

取得価
額相当
額 
（千円） 
  

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円） 
  

工具器具備品 38,335 27,037 11,298 

ソフトウェア 72,473 36,326 36,147 

合計 110,809 63,363 47,445 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  等 

未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 17,892千円

１年超 38,518千円

合計 56,410千円

  
１年内 15,684千円

１年超 30,212千円

合計 45,896千円

１年内 16,046千円

１年超 32,142千円

合計 48,188千円

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 
  

支払リース料 11,464千円

減価償却費相当
額 

10,796千円

支払利息相当額 671千円

  
支払リース料 9,187千円

減価償却費相当
額 

8,710千円

支払利息相当額 495千円

支払リース料 19,078千円

減価償却費相当
額 

18,001千円

支払利息相当額 1,080千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同左 同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

額はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 10,062 

非上場株式 10,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 10,064 

非上場株式 10,000 



（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注）１．当中間会計期間に係る１株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 146,902円67銭

１株当たり中間純利益金額 6,619円31銭
  

１株当たり純資産額 31,809円61銭

１株当たり当期純利益金額 3,752円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たりの情報については、

以下のとおりとなります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 29,256円67銭

１株当たり当期純利益金額 1,496円51銭

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 30,978 87,818 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

30,978 87,818 

期中平均株式数（株） 4,680 23,400 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．会社分割 

当社は、平成17年５月20日開催

の取締役会及び同年６月23日開催

の定時株主総会において、当社旅

行関連事業（トラベル事業部）を

会社分割し、新設する当社100％

出資子会社に承継する決議を行

い、同年10月５日に㈱穴吹トラベ

ルを新設しました。 

なお、当社は、平成17年10月５

日の当該子会社設立と同時に、当

社の親会社（穴吹興産㈱）に対し

て、同社株式を総額40,000千円で

全部譲渡し、30,000千円の株式譲

渡益を得ております。 

 会社分割の概要は、次のとおり

であります。 

(1）会社分割の目的 

 当社は、人材サービス関連事

業と旅行関連事業の２つの主た

る事業のうち、人材サービス関

連事業を当社のコア事業と位置

付けております。旅行関連事業

部門を分社化し、当該新設子会

社の株式を、分割登記の完了後

速やかに、当社の親会社に適正

な価格で全部譲渡することによ

り、人材サービス関連事業に経

営資源を集中させ、更にクオリ

ティの高いサービスの提供を通

した高収益企業への飛躍をめざ

してまいります。 

(2）会社分割の方法 

 当社を分割会社、新設会社を

承継会社とする新設分割（物的

分割）方式 

(3）分割期日 

 平成17年10月５日 

(4）分割に際して発行する株式及

び割当 

新設会社が本件分割に際して

発行する普通株式200株は、全

て当社に対して割当交付しまし

た。 

────── １．子会社の設立 

当社は、平成18年３月10日開催

の取締役会において、人材サービ

ス関連事業の一つであるＩＴ（情

報技術）関連サービスを専門的に

提供するため、当社100％出資に

て㈱クリエ・イルミネートを設立

することを決議し、平成18年４月

24日に同社を設立いたしました。 

なお、設立した子会社の概要

は、次のとおりであります。 

  

２．株式取得による会社の買収 

当社は、人材サービスに特化し

た企業として、専門性が高く、か

つ特色のあるサービスを展開して

いくため、平成18年３月31日開催

の取締役会において、㈱ＡＩＣＯ

Ｎの株式を取得（子会社化）する

ことを決議し、平成18年４月21日

に同社を連結子会社といたしまし

た。 

  

商号 株式会社クリエ・イ

ルミネート 

代表者 代表取締役社長 

溝端 二三雄 

住所 東京都千代田区有楽

町一丁目７番１号 

資本金 10,000千円 

事業内容 ＩＴ講習会等への講

師派遣、マニュアル

類の作成などＩＴ関

連サービスの提供 



  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）新設会社が承継する権利義務 

①承継する資産 

 新設会社は、分割期日に

おける本件営業（旅行関連

事業の営業の全部をいう。

以下同じ。）に係る流動資

産、固定資産の一切を、当

社から承継しました。 

②承継する負債 

 新設会社は、分割期日に

おける本件営業に係る流動

負債、固定負債の一切を、

当社から承継しました。 

③承継する契約関係（下記④

を除く） 

 新設会社は、売買契約、

賃貸借契約、旅行業務提携

契約、旅行商品取扱委託契

約、業務委託契約、代理店

契約その他、分割期日にお

いて本件営業に属する契約

の一切及びこれらに付随す

る権利義務の一切を、当社

から承継しました。 

④承継する労働契約 

 新設会社は、分割期日に

おいて本件営業に属する全

ての従業員に係る労働契約

（勤続年数を含む）及びこ

れに付随する権利義務の一

切を、当社から承継しまし

た。 

なお、分割した旅行関連

事業の経営成績並びに資産

及び負債の金額は、次のと

おりであります。 

イ 経営成績（平成17年９

月中間期） 

  
  

売上高 596,063千円

売上総利益 104,629千円

────── (1）子会社化した会社の概要 

(2）株式取得の方法 

㈱ＡＩＣＯＮが発行する新

株式100,000千株（発行価格の

総額：100,000千円（全額を資

本に組み入れ））の全部につ

いて、当社が割当を受ける。 

(3）株式取得後の当社の持株数

及び議決権比率 

100,000千株（60.98％） 

  

３．役員に対するストック・オプシ

ョンとしての新株予約権の発行 

  平成18年６月23日開催の当社第

20回定時株主総会において、当社

取締役（４名）及び常勤監査役

（１名）に対して、ストック・オ

プションとして新株予約権を発行

することが承認可決されました。 

(1）役員に対して新株予約権を発

行する理由 

   取締役については業績向上に

対する意欲や士気を高揚させ、

常勤監査役については適正な監

査を行うための意識を高めると

ともに、株主と株価を意識した

経営を推進することで、上場企

業としての健全な発展をめざし

てまいります。 

商号 株式会社ＡＩＣＯ

Ｎ 

代表者 代表取締役社長 

鈴木 義矩 

住所 東京都港区赤坂七

丁目７番３号 

資本金 64,000千円 

（平成18年３月31

日現在） 

事業内容 ＩＴに関するコン

サルティング、教

育サービス、ソフ

トウェア開発、商

品販売及びＩＴ技

術者派遣 



  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
ロ 資産及び負債の金額

（平成17年10月５日現 

在） 

(6）新設会社の概要 

  

２．株式の分割 

 当社は、平成17年８月17日開催

の取締役会決議に基づき、平成17

年11月18日をもって、次のように

株式分割による新株式を発行しま

した。 

(1）分割により増加した株式数 

普通株式     18,720株 

(2）分割の方法 

平成17年９月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載

された株主の所有株式数を、

１株につき５株の割合をもっ

て分割しました。 

(3）配当起算日 

平成17年10月１日 
    

流動資産 189,482千円

固定資産 18,543千円

資産合計 208,025千円

流動負債 186,215千円

固定負債 11,810千円

負債合計 198,025千円

商号 株式会社穴吹トラ

ベル 

代表者 代表取締役社長 

藏田 徹 

住所 香川県高松市鍛冶

屋町２番地７ 

資本金 10,000千円 

事業内容 旅行関連事業 

────── (2）新株予約権の内容 

ストック・オプションとし

て、役員に対して、第20回定時

株主総会（以下「本総会」とい

う）開催日の翌日以降１年間に

発行する新株予約権の内容は次

のとおりであります。 

①新株予約権の目的たる株式の

種類及び数 

当社普通株式600株を、本総

会開催日の翌日以降１年以内

の日に発行する新株予約権を

行使することにより交付を受

けることができる株式数の上

限とする。 

なお、株式分割または株式

併合を行う場合、当社が他社

と吸収合併等の組織再編を行

い本新株予約権が承継される

場合には、それぞれ必要かつ

適切な株式数の調整を行うも

のとする。 

②新株予約権の総数 

600個を本総会開催日の翌日

以降１年以内の日に発行する

新株予約権の上限とする。 

各新株予約権１個当たりの

目的となる株式の数は１株と

する。 

なお、株式分割または株式

併合を行う場合、当社が他社

と吸収合併等の組織再編を行

い本新株予約権が承継される

場合には、それぞれ必要かつ

適切な株式数の調整を行うも

のとする。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりになります。 

  

前中間会計
期間 

当中間会計
期間 

前事業年度 

１株当たり
純資産額
（円） 

１株当たり
純資産額
（円） 

１株当たり
純資産額
（円） 

28,300.19 29,380.53 29,256.67 

１株当たり
中間純利益
金額（円） 

１株当たり
中間純利益
金額（円） 

１株当たり
当期純利益
金額（円） 

540.04 1,323.86 1,496.51 

────── ③新株予約権の行使に際して払

込みをすべき金額 

    新株予約権１個当たりの払

込金額は、次により決定され

る１株当たりの払込金額に②

に定める新株予約権１個の株

式数を乗じた金額とする。 

１株当たりの払込金額は、

新株予約権の募集要項を定め

る取締役会決議日の属する月

の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く）におけるジャ

スダック証券取引所の当社株

式普通取引終値の平均値に

1.05を乗じた金額（１円未満

の端数は切り上げ）とする。 

但し、当該金額が新株予約

権の募集要項を定める取締役

会決議日におけるジャスダッ

ク証券取引所の当社株式普通

取引終値を下回る場合は、当

該終値を払込金額とする。 

なお、本新株予約権発行

後、株式分割または株式併合

を行う場合、当社が他社と吸

収合併等の組織再編を行い本

新株予約権が承継される場合

には、それぞれ必要かつ適切

な払込金額の調整を行うもの

とする。 

④新株予約権を行使することが

できる期間 

新株予約権の割当日の翌日

から２年を経過した日より３

年以内とする。 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 
  

────── ⑤新株予約権の行使条件 

ａ．新株予約権の割当てを受

けた者は、権利行使時に

おいても当社または当社

子会社の役員もしくは従

業員であることを要す

る。但し、権利行使期間

中に退任、退職により対

象者としての地位を喪失

した場合は、喪失後１年

間に限り新株予約権の行

使を認める。なお、新株

予約権の割当日から２年

を経過した日までに退

任、退職により対象者と

しての地位を喪失した場

合は、新株予約権の割当

日の翌日から２年を経過

した日から１年間に限り

新株予約権の行使を認め

る。 

ｂ．新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを

行使することを認める。

なお、当該相続人による

新株予約権の行使条件

は、下記ｃ．の契約に定

めるところによる。 

ｃ．その他の新株予約権の行

使に関する条件について

は、本総会後に開催され

る取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定め

るところによる。 

⑥新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡、質入れ

その他の処分は認めないもの

とする。 

⑦募集事項の決定の委任等 

上記に定めるものの他、新

株予約権の募集事項及び細目

事項については、本総会後に

開催される取締役会決議によ

り定めるものとする。 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 
  

────── ４．事業譲渡契約の締結 

 当社は、唯一のフランチャイ

ズ店「クリエ東海（名古屋市中

区）」の直営化により東名阪の

都市圏営業ネットワーク強化を

図ることを目的として、東海地

区における労働者派遣事業のフ

ランチャイズ契約の相手方であ

る㈱フロンテア（名古屋市中村

区）との間で、同社の人材派遣

サービス事業（「クリエ東

海」）を譲り受ける事業譲渡契

約を締結することを、平成18年

５月19日開催の取締役会におい

て決議いたしました。 

(1) 譲受けの時期   

平成18年７月１日（予定） 

(2) 譲受けの価額   

85,000千円（税別） 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第20期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日四国財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

 平成18年９月６日四国財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(3) 臨時報告書の訂正報告書 

 平成18年９月25日四国財務局長に提出 

平成18年９月６日提出の臨時報告書（新株予約権）に係る訂正報告書であります。 
 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１３日

株式会社 クリエアナブキ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリエアナ

ブキの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社クリエアナブキ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 居 伸 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株式会社 クリエアナブキ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリエアナ

ブキの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第20期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社クリエアナブキの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されている通り、会社は平成１７年１０月５日付で旅行関連事業を会社分割し、新設会社に承継させるとと

もに、同子会社株式の全てを穴吹興産株式会社に売却した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 雅 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 達 美 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１３日

株式会社 クリエアナブキ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリエアナ

ブキの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社クリエアナブキの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 居 伸 浩 
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